１　賃　　金　　
　１．１　賃　金　～２年連続で増加した現金給与総額～
静岡県の一人平均現金給与総額（調査産業計）は333,811円で、前年比1.1％増となった。現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は273,157円で前年比1.3％増、特別給与は60,654円で前年差141円減となった。
名目賃金指数は、現金給与総額100.7、定期給与101.3、所定内給与101.4となり、すべて前年に比べて増加した。
全国の名目賃金指数は、現金給与総額99.9、定期給与100.1、所定内給与100.0となり、こちらも前年に比べて増加した。　　　　　　　　　　　（図1-1、図1-2、統計表第1～10表、第17～21表、第33表）
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図 2     産業別現金給与総額（静岡県と全国）
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１．２　産業別賃金　～飲食店，宿泊業、卸売・小売業等で増加～
静岡県の一人平均現金給与総額を産業別にみると、電気・ガス・熱供給・水道業が560,627円で最も高く、以下、情報通信業、教育,学習支援業と続く。
産業別に前年比でみると、飲食店,宿泊業(9.0％増)、卸売･小売業（6.8％増）等で増加し、医療,福祉（5.3％減）、運輸業（3.1％減）等で減少となった。
全国では、電気・ガス・熱供給・水道業が575,548円で最も高く、以下、金融・保険業、情報通信業、教育，学習支援業と続く。　　　　　　　　　　　　　　　（図2、統計表第1～10表、第17～21表、第33表)
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 調査産業計

    常用労働者数

 静岡県  1,269千人

 全   国 44,954千人

外円　静岡県

内円　全   国


１．３　賞　与　 ～夏季、年末ともに減少～
静岡県の夏季賞与（調査産業計）は、489,312円で、前年差26,202円減、所定内給与に対する支給割合（以下「平均支給率」）は、1.43か月分で、前年差0.06か月減となった。全国の夏季賞与は、470,343円で、前年差1,068円増となった。
年末賞与は493,166円で、前年差27,733円減、平均支給率は1.37か月分で、前年差0.11か月減となった。全国の年末賞与は487,169円で、前年差133円減となった。（図3-1、図3-2、統計表第22表)
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２　労働時間

２．１　労働時間  ～総実労働時間、所定内・所定外労働時間ともに減少～
静岡県の1人平均月間総実労働時間（調査産業計）は153.2時間で、前年比0.9％減となった。総実労働時間を、所定内と所定外労働時間に分けてみると、所定内労働時間は141.6時間で前年比0.4％減、所定外労働時間は11.6時間で前年比6.0％減となった。
労働時間指数は、総実労働時間98.9、所定内労働時間98.9、所定外労働時間99.6となり、すべて前年に比べて減少した。
全国の労働時間指数は、総実労働時間99.0、所定内労働時間98.9、所定外労働時間100.6となり、こちらも前年に比べて減少した。
　(図4-1、図4-2、統計表第11～14表、第23～27表、第33表)
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２．２　産業別労働時間　～医療，福祉、運輸業、製造業等で減少～
静岡県の1人平均月間総実労働時間を産業別にみると、建設業が170.3時間と最も長く、運輸業、不動産業、情報通信業と続く。
産業別に前年比でみると、卸売・小売業（2.2％増）、飲食店,宿泊業（1.7％増）等で増加し、医療,福祉（4.5％減）、運輸業（3.7％減）、製造業（1.3％減）等で減少となった。
全国では、運輸業が176.2時間と最も長く、以下、建設業、製造業、情報通信業と続く。
(図5、統計表第11～14表、第23～27表、第33表)
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３　雇用

３．１　常用労働者  ～４年振りに減少～
静岡県の常用労働者数（調査産業計）は1,269,043人で、前年比3.2％減（常用雇用指数97.3）となった。パートタイム労働者比率は22.9％で、前年差1.0ポイント減となった。
全国の常用労働者数（調査産業計）は44,954千人で、前年比1.5％増（常用雇用指数104.3）となった。パートタイム労働者比率は26.1％であり、前年と同値であった。
　　　　　　　　　　　　　　 (図6-1、図6-2、統計表第15、16表、第28、29表、第33表)
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３．２　産業別常用労働者　　～製造業、建設業等で減少～

静岡県の常用労働者数を産業別の構成比でみると、製造業が32.4％で最も多く、以下、卸売・小売業、サービス業（他に分類されないもの）の順であり、この3業種で全体の61.5％を占めている。以下、医療，福祉、運輸業、飲食店，宿泊業と続く。

産業別の常用雇用指数を前年比でみると、不動産業（2.0％増）、医療，福祉（1.4％増）等で増加し、製造業（7.8％減）、建設業（3.6％減）等で減少した。

全国の常用労働者数を産業別の構成比でみると、卸売・小売業が20.3％と最も多く、以下、製造業、サービス業（他に分類されないもの）と続く。　　　　　（図7、統計表第15、16表、第28、29表、第33表)　

図7　  産業別常用労働者構成比（静岡県・全国）

　　(事業所規模5人以上)


３．３　産業別常用労働者の異動状況　　～建設業、情報通信業等で離職超過～
　
静岡県の常用労働者の異動状況を調査産業計の労働異動率でみると、入職率(※1)は1.8％であり、対前年差0.1ポイント減となった。離職率(※2)は1.9％であり、前年と同値であった。
産業別に労働異動率をみると、複合サービス事業等は入職超過、建設業、情報通信業、不動産業等は離職超過であった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図8、統計表第30、31表、第33表）
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※2　離職率には、同一企業内の他の事業所への転勤等により、当該事業所から離れた者を含む。

　　　　　　　　　　　　                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　全国における静岡県の位置（事業所規模５人以上）
４．１　現金給与総額　　～全国第5位～

現金給与総額（調査産業計）を都道府県別にみると、東京都が435,111円で最も高く、以下、神奈川県、愛知県、大阪府の順であり、沖縄県が254,724円で最も低かった。全国平均は331,300円。

静岡県は333,811円で、全国順位は第5位であった。
表１ 現金給与総額の都道府県順位概況
上位５都道府県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下位５都道府県
	順位
	都道府県
	現金給与総額（円）
	
	
	
	順位
	都道府県
	現金給与総額（円）

	
	全国
	331,300
	
	
	
	
	全国
	331,300

	1
	東京
	435,111
	
	
	
	43
	熊本
	269,679

	2
	神奈川
	367,738
	
	
	
	44
	鹿児島
	269,387

	3
	愛知
	358,277
	
	
	
	45
	秋田
	265,955

	4
	大阪
	353,783
	
	
	
	46
	岩手
	259,651

	5
	静岡
	333,811
	
	
	
	47
	沖縄
	254,724


４．２　定期給与　　～全国第5位～
　定期給与（調査産業計）を都道府県別にみると、東京都が341,237円で最も高く、以下、神奈川県、大阪府、愛知県の順であり、沖縄県が217,268円で最も低かった。全国平均は270,511円。
静岡県は273,157円で、全国順位は第5位であった。

表２ 定期給与の都道府県順位概況

上位５都道府県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下位５都道府県
	順位
	都道府県
	定期給与（円）
	
	
	
	順位
	都道府県
	定期給与　　（円）

	
	全国
	270,511
	
	
	
	
	全国
	270,511

	1
	東京
	341,237
	
	
	
	43
	長崎
	227,169

	2
	神奈川
	294,504
	
	
	
	44
	熊本
	226,714

	3
	大阪
	286,957
	
	
	
	45
	鹿児島
	222,532

	4
	愛知
	285,210
	
	
	
	46
	岩手
	220,919

	5
	静岡
	273,157
	
	
	
	47
	沖縄
	217,268


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．３　総実労働時間　　～全国第23位～

　総実労働時間（調査産業計）を都道府県別にみると、秋田県と佐賀県が160.0時間で最も長く、以下、長崎県、山形県、大分県の順であり、奈良県が140.7時間で最も短かった。全国平均は149.3時間。
静岡県は153.2時間で、全国順位は第23位であった。

表３ 総実労働時間の都道府県順位概況

　上位５都道府県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下位５都道府県

	順位
	都道府県
	総実労働時間（時間）
	
	
	
	順位
	都道府県
	総実労働時間（時間）

	
	全国
	149.3 
	
	
	
	
	全国
	149.3 

	1
	秋田
	160.0 
	
	
	
	43
	千葉
	145.3 

	
	佐賀
	160.0 
	
	
	
	44
	京都
	144.2 

	3
	長崎
	159.9 
	
	
	
	45
	兵庫
	143.4 

	4
	山形
	158.9 
	
	
	
	46
	埼玉
	140.9 

	5
	大分
	158.1 
	
	
	
	47
	奈良
	140.7 

	23
	静岡
	153.2 
	
	
	
	
	
	


４．４　常用労働者数　　～全国第10位～
　常用労働者数（調査産業計）を都道府県別にみると、東京都が6,590.4千人で最も多く、以下、大阪府、愛知県、神奈川県の順であり、鳥取県が171.1千人で最も少なかった。全国では44,954.1千人。
静岡県は1,269千人で、全国順位は第10位であった。

表４ 常用労働者数の都道府県順位概況
上位５都道府県                               下位５都道府県
	順位
	都道府県
	常用労働者数（千人）
	
	
	
	順位
	都道府県
	常用労働者数（千人）

	
	全国
	44,954.1
	
	
	
	
	全国
	44,954.1

	1
	東京
	6,590.4
	
	
	
	43
	高知
	239.6

	2
	大阪
	3,062.1
	
	
	
	44
	和歌山
	234.6

	3
	愛知
	2,882.0
	
	
	
	45
	島根
	227.6

	4
	神奈川
	2,372.8
	
	
	
	46
	徳島
	222.1

	5
	埼玉
	1,798.6
	
	
	
	47
	鳥取
	171.1

	10
	静岡
	1,269.0
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[image: image5.emf]表5　　現金給与総額、定期給与、総実労働時間、常用労働者数の都道府県順位

全国 331,300 全国 270,511 全国 149.3 全国 44,954.1

1 東京 435,111 1 東京 341,237 秋田 160.0 1 東京 6,590.4

2 神奈川 367,738 2 神奈川 294,504 佐賀 160.0 2 大阪 3,062.1

3 愛知 358,277 3 大阪 286,957 3 長崎 159.9 3 愛知 2,882.0

4 大阪 353,783 4 愛知 285,210 4 山形 158.9 4 神奈川 2,372.8

5 静岡 333,811 5 静岡 273,157 5 大分 158.1 5 埼玉 1,798.6

6 滋賀 330,192 6 栃木 270,341 6 新潟 157.9 6 北海道 1,793.2

7 三重 328,738 7 滋賀 269,938 7 宮崎 157.7 7 兵庫 1,675.0

8 広島 327,553 8 三重 266,815 8 福島 157.6 8 福岡 1,611.5

9 栃木 326,492 9 広島 265,207 9 福井 156.5 9 千葉 1,567.4

10 茨城 321,844 10 千葉 263,312 10 岩手 156.4 10 静岡 1,269.0

11 岡山 321,148 11 岡山 262,999 11 愛媛 155.9 11 茨城 978.6

12 千葉 317,212 12 茨城 262,766 12 岡山 155.5 12 広島 969.7

13 兵庫 311,763 13 石川 258,248 13 青森 155.0 13 宮城 825.8

14 石川 310,994 14 群馬 257,681 14 香川 154.7 14 京都 800.6

15 京都 310,446 15 京都 256,448 15 鳥取 154.6 15 新潟 799.3

16 群馬 310,113 16 山梨 255,286 16 栃木 154.5 16 長野 719.8

17 山口 306,222 17 兵庫 254,504 17 和歌山 154.0 17 群馬 680.7

18 徳島 305,062 18 福井 254,244 18 富山 153.9 18 岐阜 647.7

19 和歌山 304,435 19 香川 252,828 山梨 153.8 19 岡山 621.0

20 香川 303,767 20 富山 252,116 徳島 153.8 20 福島 620.1

21 福井 303,126 21 徳島 251,559 石川 153.5 21 栃木 580.1

22 長野 302,404 22 長野 251,282 熊本 153.5 22 三重 523.7

23 福岡 302,048 23 和歌山 250,731 23 静岡 153.2 23 熊本 510.5

24 山梨 301,028 24 山口 249,439 24 広島 153.1 24 鹿児島 497.0

25 富山 300,392 25 福島 249,367 25 長野 152.2 25 山口 449.6

26 奈良 298,033 26 新潟 248,947 26 島根 152.1 26 滋賀 437.5

27 埼玉 297,423 27 福岡 248,444 27 沖縄 152.0 27 石川 418.6

28 新潟 296,666 28 埼玉 246,925 28 北海道 151.9 28 岩手 408.5

29 福島 293,798 29 高知 244,481 群馬 151.6 29 富山 402.9

30 岐阜 290,274 30 奈良 243,905 山口 151.6 30 青森 390.5

31 愛媛 289,472 31 岐阜 242,651 31 高知 151.3 31 愛媛 381.8

32 佐賀 289,464 32 愛媛 241,887 32 鹿児島 150.6 32 長崎 376.3

33 高知 286,287 33 佐賀 239,886 愛知 149.9 33 沖縄 371.2

34 北海道 286,063 34 北海道 239,853 福岡 149.9 34 大分 369.1

35 宮城 281,502 35 山形 239,755 35 茨城 149.4 35 山形 359.0

36 鳥取 281,478 36 鳥取 236,068 36 東京 149.3 36 秋田 350.1

37 山形 280,483 37 宮城 236,065 37 岐阜 149.2 37 香川 332.2

38 大分 274,474 38 大分 232,345 38 滋賀 148.7 38 宮崎 326.4

39 島根 271,979 39 島根 230,079 39 大阪 148.1 39 奈良 318.8

40 長崎 271,668 40 宮崎 228,384 40 三重 148.0 40 福井 295.0

41 宮崎 271,257 41 青森 227,746 41 宮城 147.9 41 山梨 256.4

42 青森 270,324 42 秋田 227,531 42 神奈川 145.6 42 佐賀 254.7

43 熊本 269,679 43 長崎 227,169 43 千葉 145.3 43 高知 239.6

44 鹿児島 269,387 44 熊本 226,714 44 京都 144.2 44 和歌山 234.6

45 秋田 265,955 45 鹿児島 222,532 45 兵庫 143.4 45 島根 227.6

46 岩手 259,651 46 岩手 220,919 46 埼玉 140.9 46 徳島 222.1

47 沖縄 254,724 47 沖縄 217,268 47 奈良 140.7 47 鳥取 171.1

注：1)本表は、各都道府県が公表した地方調査結果を厚生労働省が取りまとめて掲載しているものである。

総実労働時

間（時間）

1

　　2)全国の数値は、毎月勤労統計調査全国調査の結果であって、都道府県別の地方調査結果の平均や合計ではない。

21

29

33

19

都道府県 都道府県

現金給与

総額（円）

定期給与

（円）

（厚生労働省「毎月勤労統計調査地方調査－平成20年結果概要」より）
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